
 

 

2022年２月 25日 

各  位 

                     会 社 名 株 式 会 社 ビ ッ ク カ メ ラ 

                     代表者名 代 表 取 締 役 社 長  木村 一義 

                           （コード番号：3048 東証一部） 

                     問合せ先 取締役経営管理本部長 安部 徹 

                          ＴＥＬ 03－3987－8785 

 

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2022 年４月１日を効力発生日として、当社の完全子

会社である株式会社東京サービスステーション（以下、東京サービスステーション）を吸収合併

（以下、本合併）することを決議いたしましたので、下記のとおり、お知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して

開示しております。 

 

記 

 

１. 合併の目的 

当社は、自社の存在意義として制定したパーパス「お客様の購買代理人としてくらしに

お役に立つくらし応援企業であること」の実現に向け、マテリアリティ（重要経営課題）

の一つとして「お客様エンゲージメントの向上」を掲げております。 

本合併は、「お客様エンゲージメントの向上」の取り組みの一環として、エアコン設置

工事を中心とするお客様宅内工事について、当社直接の対応とすることにより、品質指標

の可視化と向上、お客様との接点の強化並びに組織のスリム化を目的としております。 

 

２. 合併の要旨 

(１) 合併の日程 

合併承認取締役会   2022年２月25日 

合併契約締結日   2022年２月25日 

合併期日（効力発生日）  2022年４月１日（予定） 

本合併は、当社においては会社法第796条第２項に基づく簡易合併であり、東京サービ

スステーションにおいては会社法第784条第１項に基づく略式合併であるため、いずれも

合併契約承認に関する株主総会は開催いたしません。 

 

(２) 合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、東京サービスステーションは解散いたします。 

 



 

 

(３) 合併に係る割当ての内容 

本合併による新株式の発行及び金銭等の交付はありません。 

 

(４) 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３. 合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

(1) 名称 株式会社ビックカメラ 株式会社東京サービスステー

ション 

(2) 本店所在地 
東京都豊島区高田三丁目23番

23号 

東京都豊島区高田三丁目23番

23号 

(3) 代表者 代表取締役社長 木村 一義 代表取締役社長 石川 勝芳 

(4) 事業内容 
音響映像商品、家庭電化商品、

情報通信機器商品等の販売 

家庭電化商品等の設置工事 

(5) 資本金 

（2021年８月31日現在） 
25,929百万円 10百万円 

(6) 設立年月日 1980年11月21日 1993年３月15日 

(7) 発行済株式総数 

（2021年８月31日現在） 
188,146,304株 200株 

(8) 決算期 ８月31日 ８月31日 

(9) 大株主及び持株比率 管理信託（Ａ００１）受託者株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 株式会社ビックカメラ 

（2021年８月31日現在） 8.92％ 100.00％ 

 株式会社日本カストディ銀行（信託口）  

 7.89％  

 みずほ信託銀行株式会社有価証券管理信託０７０００２６  

 7.19％  

 株式会社ラ・ホールディングス  

 5.32％  

 三井住友信託銀行株式会社（信託口 甲１号）  

 4.90％  

(10) 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 2021年８月期（連結） 2021年８月期 

純資産 179,523百万円 1,425百万円 

総資産 454,466百万円 2,442百万円 

１株当たり純資産 816.94円 7,128,123.48円 

売上高 834,060百万円 6,712百万円 

営業利益 18,217百万円 279百万円 

経常利益 21,629百万円 280百万円 



 

 

親会社株主に帰属する

当期純利益又は当期純

利益 

8,761百万円 184百万円 

１株当たり当期純利益 49.80円 924,918.48円 

 

４. 合併後の状況 

本合併による当社の名称、本店所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期に変更は

ありません。 

 

５. 今後の見通し 

本合併は、当社100％出資の連結子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影

響はありません。 

 

以 上 


